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はじめに

 苫小牧市の水道は、次のように分類することがでる。

計画給水人口 5001 人以上 

計画給水人口 101～5000 人 

口径 25 ㎜以上の導管延長 1500ｍ以上 

又は 

受水槽の有効容量 100  超

口径 25 ㎜以上の導管延長 1500ｍ以上 

又は 

受水槽の有効容量 100  超

受水槽の有効容量 10  超 上水道のみを水源 

受水槽の有効容量 10  以下

上水道のみを水源 

水道事業 水道事業

水道法規制 簡易水道事業

水道用水供給事業

専用水道

給水人口 101 人以上

水道 一日最大給水量 20  超

簡易専用水道

市条例規制 小規模受水槽水道

水道法規制外

未規制 井戸（水道未給水）
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1. 総則
1.1目的

1. この給水装置工事設計施工指針（以下「指針」という。）は水道法及び苫小牧市水道事業
給水条例等の規定に基づき、給水装置工事に係る技術上の基準及び事務処理手続きを定

め、その適正な運営を図ることを目的とする。

＜解説＞

1. この指針において「条例等」とは、以下による。
（１）「法」

   水道法（Ｓ32.法律第 177号）をいう。
（２）「施行令」

   水道法施行令（Ｓ32.政令第 336号）をいう。
（３）「施行規則」

   水道法施行規則（Ｓ32.厚生省令第 45号）をいう。
（４）「基準省令」

     給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（Ｈ9. 厚生省令第 14 号）をい  
う。

（５）「条例」

   苫小牧市水道事業給水条例（Ｓ35.10.26条例第 23号）をいう。
（６）「給水条例施行規則」

   苫小牧市水道事業給水条例施行規則（Ｓ36.6.9規則第 22号）をいう。

1.2用語の定義

1. 「給水装置」とは、需要者に水を供給するために、配水管から分岐して設けられた給水

管及びこれに直結する給水用具をいう。

（１）配水管とは、配水池又は配水ポンプを起点として配水するために布設した管をいう。

（２）給水管とは、需要者が給水の目的で、配水管（及び他の給水管）から分岐し布設する

管をいう。

（３）給水用具とは、給水管と直結して、有圧のまま給水できる用具をいう。

＜解説＞

1. 給水装置に使用する給水管及び給水用具は、給水装置工事材料（以下「給水装置材料」
という。）という。取扱いの詳細は「12.給水装置工事材料の基準」によること。

2. 本市において配水管は、管径により次の 2種類に分類している。
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配水池     配水本管       管径 φ400㎜以上
             配水管   管径 φ50㎜～φ350㎜

1.3給水装置の種類

1. 専用水給水装置 1戸又は 1箇所で専用するもの。
（１） 普通計量栓 一般住宅、共同住宅、事務所、店舗、工場等で恒常的に水を使用する

もの。

（２） 臨時計量栓 工事用水、仮設事務所等で臨時的に水を使用するもので期間が 1 年
以内のもの。

（３） 船舶給水栓 船舶給水に使用するもの。

（４） 特殊計量栓 下水道使用料金に係るもの。

2. 私設消火栓 私設の消防用に使用するもの。
3. 防火貯水槽 公共の消防用に使用するもの。
注（４）については排水設備設計施工要綱を参照のこと。

1.4適用範囲

1. この指針は、給水装置の新設、改造、修繕及び撤去（以下「新設等」という。）をしよう
とする者（以下「申請者」という。）からの依頼を受けて、苫小牧市指定給水装置工事事

業者（以下「指定事業者」という。）が行う給水装置工事について適用する。

＜解説＞

1. 給水装置の新設等（修繕を除く。）をしようとする者は、市長の定めるところによりあ
らかじめ市長の承認を受けなければならない。（条例第 4条 1項）

2. 開発行為については、苫小牧市上下水道部開発行為指導要綱及び、開発行為施設設計基
準によるものとする。

1.5指定給水装置工事事業者

（以下「指定事業者」という。）

1. 給水装置工事を行う者は、苫小牧市長の指定を受けた指定事業者でなければならない。

＜解説＞

1. 指定事業者制度は、水道の需要者の給水装置の構造及び材質が、施行令に定める基準に
適合することを確保するため、水道事業者がその給水区域において給水装置工事を適正
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に施工することが出来ると認められる者を指定する制度である。

2. 給水装置工事の技術力を確保するうえでの核となるべき給水装置工事主任技術者（以下
「主任技術者」という。）については、国家試験により全国一律の資格を付与すること

とし、水道事業者による指定事業者の指定要件として、給水装置工事を行う事業所に主

任技術者を置くことなどを法で全国一律に定めている。

3. 指定要件は次のように定められている。（法第 25条の 3）
（１） 事業者ごとに、主任技術者として選任されることとなる者を置く者であること。

（２） 厚生労働省令で定める機械器具を有する者であること。

（３） 次のいずれにも該当しない者であること。

ア. 心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者とし
て厚生労働省で定めるもの。

イ. 破産手続開始の決定を受けて複権を得ないもの。
ウ. 水道法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とが無くなった日から 2年経過しない者。

エ. 法第 25 条の 11 第 1 項の規定により指定を取消され、その取消しの日から
2年を経過しない者。

オ. その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足り
る相当の理由がある者。

カ. 法人であって、その役員のうちアからエまでのいずれかに該当する者がある
もの。

4. 水道事業者は、指定要件を満たす工事事業者から申請があれば指定しなければならない
こととしている。しかし、工事事業者は指定を受けることにより、施行規則で定める事

業運営の基準に従って事業を行わなければならないほか、水道事業者の要求に応じて給

水装置の検査に主任技術者の立会い、報告又は資料の提出など、水道事業者が法に基づ

いて行う監督に服さなければならない。

5. 指定事業者の事業の基準
（１） 指定事業者は、省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準に従い、適

正な給水装置工事の事業運営に努める。

ア. 給水装置工事ごとに、主任技術者を担当責任者として指名する事。
イ. 配水管に給水管を取付ける工事及び配水管への取付口から水道メーターま
での工事について、適切に作業を行う事が出来る技能を有する者を従事させ、

又は実地に監督させること。

ウ. 前記の場合、水道事業者から承認を受けた工法、工期、その他の工事上の条
件に適合するように給水装置工事を行うこと。

エ. 主任技術者及びその他の従事者の研修の機会を確保するように努めること。
オ. 次に掲げる行為を行わないこと。
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(ア) 施行令第 5条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。
(イ) 給水装置工事に適さない機械器具を使用すること。

カ. 給水装置工事ごとに、主任技術者に記録を作成させ、指定事業者が 3年間保
存すること。

 （注）5.（１）イの適切に作業を行う事が出来る技能を有する者とは、
① 水道事業者によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工（配管   

技能者、その他類似の名称のものを含む）

② 職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号）第 44条に規定する配管技能士
③ 職業能力開発法第 24条に規定する都道府県知事の認定を受けた職業訓練校の配管
科の修了者

④ 財団法人給水工事技術振興財団が実施する配管技能の習得に係る講習の課程を修

了した者、及び検定合格者

（いずれの場合も、配水管への分水栓の取付け、配水管の穿孔、給水管等の経験を有し

ている者）

6. 指定給水装置工事事業者制度の概要
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1.6給水装置工事主任技術者

主任技術者は、給水装置工事事業の本拠である事業所ごとに選任され、個別の仕事ごとに

指定事業者から指名されて、調査、計画、施工、検査の一連の給水装置工事業務の技術上の

管理等、次の職務を誠実に行う。

1. 給水装置工事に関する技術上の管理。
2. 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督。
3. 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材料が施行令第 5 条の基準に適合しているこ
との確認。

4. 給水装置工事に係る次の事項についての、水道事業者との連絡又は調整。
（１） 配水管から分岐して給水管を設ける場合の配水管の布設位置の確認に関する連

絡調整。

（２） （１）の工事、及び配水管への取付口から水道メーター（以下「メーター」とい

う。）までの工事を施行しようとする場合の工法、工期その他の工事上の条件に

関する連絡調整。

（３） 給水装置工事を完成したときの連絡。

主任技術者とは、水の衛生確保の重要性についての自覚と給水装置工事の各段階を適正

に行うことが出来る知識と経験を有し、給水装置配管技能者（以下「配管技能者」とい

う。）などの給水装置工事に従事する従業員等の関係者間のチームワークと相互信頼関

係の要となるべき者である。

＜解説＞

1. 主任技術者の役割
（１） 主任技術者とは、給水装置工事事業の本拠である事務所ごとに選任され、個別の

給水装置工事ごとに指定事業者から指名されて調査、計画、施工、検査の一連の

給水装置工事業務の技術の管理を行うとともに、給水装置工事に従事する従業

員等の指導監督を行うなどの業務を行うものである。

（２） 技術力の要としての役割を十分に果たし、給水装置工事の適正を確保するため、

常に、水道が国民の健康・安全の確保に欠くことができないものであるという基

本認識を忘れずに業務に携わることが必要であり、また給水装置の構造及び材

質の基準や給水装置工事の技術などについて専門的な知識と経験を有している

ことが必要である。

（３） これらのために要求される知識及び技能は、給水装置工事の現場の事前調査、施

工計画の策定、施工段階の工程管理、品質管理、工事の完成検査などの各段階に

おいて必要とされるものはもとより、条例に基づき本市が定めている工事内容

審査などの手続きを確実に実施するための必要なものなど多岐にわたる。この
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ためには新技術、新材料に関する知識や関係法令や条例等の制定、改廃について

の知識を不断に習得するための努力を行うことが重要である。

（４） 配管技能者など、給水装置工事に従事する従業員等の関係者間のチームワーク

と相互信頼関係の要となるべきものである。

2. 給水装置工事に従事する者の責務
（１） 給水装置工事の現場において、工事の作業又は監督する従事者をはじめとして、

給水装置工事に従事する者は、法第 25条の 4第 4項により、「主任技術者がそ
の職務として行う指導に従わなければならない。」こととされている。

（２） 主任技術者が職責を十分に発揮できるようにするためには、主任技術者が職務

上行う従業員等に対する指導に実行性を持たせることが不可欠である。

（３） 所属する指定事業者の技術者や技能者の技術力向上のために、主任技術者が、給

水装置工事に関する知識や経験を伝達する社内研修などの場を設けることが期

待される。

1.7管理

1. 給水装置の管理責任は、所有者又は使用者にあり、善良な管理義務を負う。

＜解説＞

1. 水道事業者が管理するのは水道施設であり、給水装置は所有者等が管理すること。（条
例第 22条）

1.8給水装置工事の費用負担

1. 給水装置工事に要する費用は、申請者の負担とする。ただし、市長が特に必要があると
認めたものについては、市においてその費用を負担することがある。

＜解説＞

 市において負担する費用（以下「市費」という。）とは、以下に示す工事に必要な費用で

あり、該当するかどうかの判断は市長がその都度行う。

 対象となる区域は、給水区域内とする。

1. 漏水修繕
公道内の給水管漏水等の修繕に要する費用。（市費取扱要綱による）

2. メーター取替
検満及び故障等メーターの取替工事に要する費用。

ただし、私設メーター及び原因者がある場合は除く。
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3. その他
（１） 開発行為等で設置した分水栓が閉塞した場合、その解消に要する費用。

（２） 割 T字管の簡易仕切弁が閉止不能となった場合、整備に関する費用。
 なお、指定事業者等の過失によるものは除く。

1.9給水装置工事の種類

1. 給水装置工事の種類は、新設・改造・撤去・修繕がある。（条例第 2条 2項）
（１）新設工事とは、新規に給水装置を設置する工事をいう。

（２）改造工事とは、給水装置の原形を変える工事をいう。

（３）撤去工事とは、不要になった給水装置を全部取り外す工事をいう。

（４）修繕工事とは、給水装置が破損した場合、これを原形に修復する工事をいう。ただし、

法第 16条の 2第 3項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は除く。

＜解説＞

1. 新設工事の適用区分
適用区分 細目

メーターを新設す

る工事

新たにメーターを新設する工事。

 なお、工事用水又は仮設事務所等で臨時的に使用（期間は原則と

して 1年以内）する場合や、船舶給水・特殊計量栓も含む。
メーターが既設の

場合の工事

既設の給水装置があっても、建物が一新される場合の工事。ただ

し、既設の給水装置は、撤去工事として申請すること。これは、

水道利用加入金及び既設給水装置区分の為、撤去と新設を同時に

扱うものとする。

なお、工事の種類の判別が困難な場合は建築確認申請書等を参考

にして決定する。

メーターを新設し

ない工事

① 防火貯水槽工事。

② 開発行為に伴う工事

都市計画法第 4 条第 12 項に定められた開発行為のうち、都
市計画法施行令第 19 条に定められた規模に該当する開発行為
区域内に布設する工事。
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2. 改造工事の適用区分
適用区分 細目

口径変更 給水用具の増減に関係なく給水管の管径変更、またこれに伴う分水
の口径変更工事をいう。

増設 給水用具を増す工事をいう。
部分撤去 給水用具を減らす工事をいう。
位置変更 給水管の布設位置、又は、給水用具の位置を変更する工事をいう。
路線変更 給水管の引込路線を変更する工事をいう。
曳家による装置の
変更

曳家に伴う工事をいう。

給水管改良 老朽した給水管を新しい管に取替えたり、給水管を改良する工事を
いう。

受水槽 受水槽以下で市が必要と認め各戸検針を行っている装置の原形を
変える工事。また、受水槽容量を変更する場合。
受水槽以降各戸検針の場合のメイン管の取替え。（改造手数料は受
水槽のメーターのみ）

リフォーム 既存建物を使用し、給水装置の配置を一部、又は全て変更すること。
その他 適応区分で判断が困難な場合は担当係と協議すること。

3. 撤去工事の適用区分
適用区分 細目

メーターを撤去す
る工事

不要になったメーターを撤去する工事。
 なお、工事用水又は仮設事務所等で臨時的に使用（期間は原則と
して 1年以内）した場合や、船舶給水・特殊計量栓も含む。

受水槽 受水槽以下で、市が必要と認め各戸検針を行っている装置を取外す
工事。

新設・改造・撤去工事の具体例

現状 変更後 区分

更地 新築の家 新設

更地 散水栓 1つ 新設

既設の家 新築の家 撤去・新設

既設トイレ（公

園） 

新築トイレ（公

園）

撤去・新設

散水栓 1つ 新築の家 撤去・新設

散水栓 1つ 新築トイレ（公

園）

撤去・新設

既設の家 増築で新築の家 改造

既設の家 散水栓 1つ 改造

既設トイレ（公

園） 

散水栓 1つ 改造

既存家屋で 

2 個のメーター 

既存家屋で 

1 個のメーター

撤去・改造

既存家屋で 既存家屋で 既存の給水装置を変更する場合 改造・新
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1 個のメーター 2個のメーター 設

新しいメーターに新しい給水装置

のみが設置される場合

新設

改造・撤去工事の具体例（図）

例 1 
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例 2
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例 3 
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例 4
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 例 5 
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4. 修繕工事の適用区分
適用区分 細目

給水装置等の破損 給水装置が破損した場合これを原形に修復する工事であり、給水

管・給水栓・不凍給水栓・水抜栓等の破損箇所を修復する工事。

凍結等 凍結を解氷する等、使用不能の状態を修理する工事。

位置変更 不凍給水栓・水抜栓・メーター等の位置を変更するもので、その範

囲が概ね 1ｍ以内の工事。
増設・部分撤去 屋内配管の延長が概ね 1ｍ以内で、給水用具を増設・撤去する工事。

（例 1 既存の蛇口付流し台に、新たに蛇口を増設する工事）
（例 2 既存で複数の蛇口が付いている流し台の蛇口の一部を、撤
去する工事）

漏油等の事故 現状復旧等の工事。

（１） 修繕工事を行った場合は、必ず市長に届出を行うこと。届出は修繕工事報告書に工

事場所、工事内容、施工図、施工年月日、指定事業者名、主任技術者名、配水管技

能者氏名等を記載のうえ速やかに行うこと。なお、給水用具の取替えを行う場合は、

給水装置の構造及び材質の基準に適合していることの確認が必要である。

修繕工事施工報告書（条例施工規則第 8条）
（２） 給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及び補修並びにこまパッキン等の給水

装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管の伴わないものに限る）と

する。
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1.10給水装置工事の順序

1. 指定事業者は、申請者と工事契約を締結した後、市に対して必要な手続きを行うこと。

工事の受注 申請者から給水装置工事の依頼を受け、給水装置工事の施工契約を締結。
↓
調査 現地調査及び本市、関係官公署等における図面等の調査。
↓
計画 給水装置工事の計画、工事材料の選定、給水装置工事申請書類の作成。

給水装置が構造材質基準に適合していることの確認。
工法の決定、機械器具の手配。

↓
給水装置新
設等承認申
請書の提出

指定事業者は申請者に代わって、給水装置新設等承認申請書（以下「申請
書」という。）及び申請図等の提出。

↓
市長の審査 設計審査、工事（修繕工事は除く）の材料確認。

標準審査期間は、土日以外の閉庁日を含まない 10日間
↓

市納入金の
納入確認
↓

申請書の承
認
↓

メーター請
求及び
受領
↓

工事の施工 工程管理、品質管理、安全管理を徹底しつつ、工事を施工する配水管から
の給水管分岐工事、道路上工事に係る本市との連絡調整、関係建築業者等
との連絡調整、給水装置が構造材質基準に適合していることの確認。

↓
指定事業者
による
完成検査

指定事業者が行う検査。

↓
工事完成検
査の申込

完成図及び資料の提出。
検査を受ける前日の 15：00まで

↓
市長の検査 市長が行う検査。

完成図及び資料等により、給水装置が構造材質基準及び市の基準に適合し
ていることを確認。

↓
通水
↓

引き渡し 申請者への引き渡し。
申請者に対し、給水装置の使用方法・凍結防止等について十分理解できる
よう説明するとともに、給水装置申請書（申請者用）、完成図面及び関係書
類等（コピー）を手渡す。
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2. 給水装置の申請
2.1申請書及び関係書類の提出

1. 給水装置工事の申請の際には、申請書及び関係書類を作成し提出する事。
（１）給水装置工事（新設・改造・撤去）の申請書及び図面

（２）水理計算書

（３）所有者変更届

（４）その他関係書類

＜解説＞

1. 申請書は、工事種別ごとに作成すること。（「給水装置工事申請関係一覧表」Ｐ21参照）
2. 申請は、申請書（市ＨＰよりダウンロード）で行うこと。（申請書の申請者用は、返却す
るので申請者に渡すこと。）

3. 標準審査期間は、土日以外の閉庁日を含まない 10日間とする。
※審査期間とは、申請書提出から水道窓口課より納付書が発行されるまでの期間。

なお、審査期間には次の内容は含まない。

ア．申請書類の不備を補正するために要する期間

イ．申請処理途中で、申請者が申請内容を変更するために必要とする期間

ウ．申請内容が関係機関との協議を要する期間

（運用）

1. 指定事業者は、申請者から申請書を受領する際には、申請書の建築確認番号、申請書住
所（現住所及び設置場所）、氏名・押印（申請者の記名・押印）、家屋所有者、土地所有

者、支分引用の承諾欄を確認すること。

また、市納入金、指定事業者名（押印）、主任技術者（押印）の申請書の記入欄を確認す

ること。

次に、申請書に添付する図書として、申請図及びメーター請求（返納）伝票等（これは

新設工事の標準的な申請方法であり、設計内容により、添付図書が必要な場合がある）

に記入して、確認すること。確認後、各指定事業者別の受付簿に申請内容を記入し、申

請書及び関係図書を添付して審査を受けること。

（１） 申請書の提出内訳

ア. 給水装置新設等承認申請書（水道管理課用・申請者用各 1部）
イ. 給水装置申請図（3部）
・承認図（指定事業者用図面）

・検定副図（検定用図面）

・市控え図（予備用図面）
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（２） メーター請求（返納）伝票提出内訳

ア. 普通計量栓新設工事の場合
イ. 臨時計量栓
ウ. 改造工事で口径変更の場合（ア.によること）
エ. 返納の場合は、撤去工事及び臨時計量栓の撤去工事とする。

（３） その他、提出を必要とする図書

ア. 受水槽以下に伴う各戸検針する場合（受水槽以下装置に付帯する水道メータ
ー設置基準による）。

イ. 必要に応じて道路占用許可申請書類、建築確認通知書の写し、利害関係人の
承諾等を同時に提出させることがある。

ウ. 臨時計量栓（工事用水も含む）の申請時に、臨時使用届に使用期限と概算水
量を算出し記入して、申請書に添付すること。

エ. 受水槽のあるものは、受水槽施設調書を提出すること。
オ. 水道利用加入金の相殺のあるものは、水道利用加入金相殺申請書を提出する
こと。

2. 同一敷地内で同一所有者が 1 棟建築の新設と改造工事等を同時に行い個々にメーター
を設置する場合は、申請書を分けて提出するものとする。

3. 複数個のメーターを撤去する場合で、同一所有者かつ同じ区画ならば、申請書をまとめ
て提出することができる。

4. 次の場合は水理計算書を提出すること。
（１） メーター口径がφ40㎜以上の場合。
（２） 3階建以上の直結給水する場合。
（３） 連用栓（アパート、マンション等）の場合（直結給水方式で 2階まで表 6-10に

よる）。

（４） 受水槽方式の場合。

（５） 直圧式スプリンクラー設置の場合。（水道連結型スプリンクラー）

（６） 加圧（増圧）式の場合。

（７） その他、市が必要と認めた場合。

5. 指定事業者等は、給水装置の所有者変更手続きの委託を受けた場合は、速やかに給水装
置所有者変更届を提出すること。なお、この手続きを行うときには、旧所有者の印鑑証

明書を添付すること。特別な事由（転出先不明、死亡の場合等）で添付できない場合は、

登記簿謄本（3か月以内に証明されたもの）を添付すること。これに該当しない場合は、
その都度協議すること。

6. 申請者は、次の場合に利害関係人の承諾を得ること。ただし、民法第 213条の 2又は第
213条の 3の適用がある場合は、この限りではない。
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（１） 他人の土地又は家屋に給水装置の新設等する場合。

（２） 他人の給水装置から分岐などして給水装置の新設等する場合。

7. 申請者は、民法第 213条の 2又は第 213条の 3の適用がある場合は、民法第 213条
の 2第 3項の規定による通知を行った旨を申請書の備考欄に記載すること。

給水装置工事申請関係一覧表

工事種別 申請内容 提出書類（様式） 適用

新設工事

①  新設

給水装置工事新設等

承認申請書

水理計算書

※①

②  私設消火栓

③  防火貯水槽

④  臨時 臨時使用届

※②

改造工事 ① 改造 水理計算書

給水装置所有者変更届

撤去工事 ① 撤去 水道利用加入金相殺申請

書

給水装置所有者変更届

② 臨時

※1.9「給水装置工事の種類」参照
※設計変更、工事の中止は給水装置設計変更届・中止届で提出すること。

※①建築確認番号の取得を必須とする。（建築物のない場合はこの限りではない） 

※②臨時使用期間は原則として 1年以内とするが、仮設事務所等で使用期間が明確な場合
は２年以内とする。

2.2設計審査

1. 給水装置工事の申請にあたっては、設計内容等について市長の設計審査を受けること。
2. 申請者は、承認を受ける際に手数料を納入すること。

＜解説＞

1. 事前協議
（１）4階以上直結給水・直結増圧給水を要望する場合には事前に協議すること。
（２）その他技術的に判断が難しい場合は、事前に協議すること。

2. 設計審査
設計審査内容
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（１） 申請書欄の記入内容。

（２） 利害関係。

（３） 給水方式

（４） 申請者が必要とする給水量（管径及び適切なメーター口径）。

（５） 配水管の分岐からメーターまでの、市が指定する材料及び工法。

（６） 給水装置の構造及び材質の基準。

3. 市納入金について
（１） 設計審査及び検査手数料

ア. 設計審査及び検査手数料については条例第 32条に基づき、新設（臨時給水
含む）・改造の工事区分ごと、メーター口径個数ごとに納入する。

イ. 設計審査手数料・検査手数料は承認を受ける際に納入すること。
なお、設計審査後に工事を中止した場合は設計審査手数料を還付しない。

ウ. 受水槽方式の場合は、各戸のメーター口径（共用するメーター口径も含む）
に係る加入金の総額が受水槽以前のメーター口径に係る加入金より多額の

場合は、各戸のメーター口径に係る設計・審査手数料の総額を納入すること。

（２） 水道利用加入金（以下「加入金」という。）

ア. 条例第 5条に基づき、メーター口径個数別に納入すること。
イ. 新設工事に伴う撤去工事については、撤去するメーター口径に見合う額を相
殺する。

ウ. メーター口径の増径を伴う改造工事に係る額は、改造後のメーター口径と改
造前のメーター口径に係る額との差額を納入すること。

エ. 設計変更によりメーター口径を変更する場合は再審査完了後、加入金の差額
を追徴又は還付する。

オ. 承認後、工事を中止した場合、既納の加入金の金額を還付する。
カ. 受水槽方式の場合は、各戸のメーター口径（共用するメーター口径も含む）
に係る加入金の総額が受水槽以前のメーター口径に係る加入金より多額の

場合は、各戸のメーター口径に係る加入金の総額を納入すること。

キ. 受水槽方式の場合で、各戸検針を承認する装置が新設でないものについては、
各戸のメーター口径に係る加入金の総額から、受水槽以前のメーター口径に

係る加入金の差額を納入すること。

2.3メーターの請求

1. メーターは市納入金の納入後に請求すること。

＜解説＞
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1. メーターの請求
メーターは市納入金が納入された後、メーター請求伝票により請求し受領すること。ま

た、使用するメーターの口径φ40 ㎜以上及び集中検針方式のメーター等の場合、納入
に日数がかかるので余裕をもって申請すること。

2. メーターの受領
メーターの請求は、メーター請求伝票を担当係に提出し受領すること。

2.4関係機関の手続き

1. 指定事業者は、工事着手の前に掘削及び占用等、関係機関へ必要な申請手続き及び協議
を行うこと。

＜解説＞

1. 申請に係る関係官公署及び申請書類については、次表による。

申請関係様式等一覧表

種別 提出先 部

数

添付図面等 備考

位置

図

路線

図

施工図 交通

規制

図

市道

都市建設部

道路維持課 3 

位置図（市内

地図）

平面図

断面図

土工定規図

○

道路占用許

可

申請書

道道

胆振総合振興局

室蘭建設管理部

苫小牧出張所

4 ○ ○

平面図

断面図

復旧図

○

国道

北海道開発局

室蘭開発建設部

苫小牧道路事務所

3 ○ ○

位置図（市内

地図）

平面図

断面図

復旧図

○

共通 苫小牧警察署 2 上記同様  ○ 道路使用許

可

申請書
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2. 地下埋設物管理者（ガス、電気、電話ケーブル、下水道管、工業用水等）及び河川管理
者と十分に協議すること。

3. 国道、道道の占用許可申請書及び占用数量表は市が作成し提出する。
4. その他必要な書類については担当係の指導により添付すること。
5. 道路使用期間（許可期間中）又は、占用内容に変更が生じた場合は担当係の指示を受け
るものとする。

6. 添付図面については、「22.標準図」を参照すること。
2.5工事着手

1. 給水装置工事は、設計審査終了後、市長の承認を得てから着手すること。

＜解説＞

1. 指定事業者（主任技術者）は、工事着工にあたり、担当係と配水管及び給水管からの分
岐等の連絡調整を行うこと。

2.6事前着工

1. 給水装置工事の着工は市長の承認を受けてから行うのが原則であるが、やむを得ない理
由がある場合にのみ宅内における一部の配管を許可することがある。

なお、事前着工で道路部分の施工及び給水が可能になる工事は認めない。

ただし、前面道路の新設・改良工事が入る場合はこの限りではない。

＜解説＞

1. 事前着工許可について
納入金を支払い、市長の承認を受けてから施工するのが原則であるが、やむを得ない理

由により承認が間に合わない場合は、特例として事前着工を許可することがある。

2. 申請方法
別紙の「事前着工届」に理由及び施工範囲を記入のうえ、施工図を添付して水道管理課

担当者へ提出し、許可を受けること。

3. 注意点
苫小牧市水道事業給水条例第 4 条第 1 項及び同施行規則第 2 条第 1 項より、何らかの
届出なしに着工することは認められていないので注意する。

なお、事前着工で道路部分の施工及び給水が可能になる工事は認めない。

ただし、前面道路で新設・改良工事を行う場合はこの限りではない。

その場合には、早急に申請書を提出すること。

また、分水位置がわかるように、道路と宅地の境界付近にマーキングを行うこと。
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2.7設計変更及び工事の中止

1. 指定事業者は、設計変更内容に変更が生じた場合は、速やかに設計変更届を提出し再審
査を受けること。

2. 指定事業者は、給水装置工事を中止する場合、中止届を速やかに提出すること。

＜解説＞ 

 指定事業者は、次に示す内容の変更を行う場合は、変更理由内容を明記し、図面及び水理

計算書等の再審査を受けること。なお、下記以外の軽易な変更については、検査員の指示に

より施工すること。

1. 使用水量増減等によりメーター口径の変更をする場合。
2. 給水方式を変更する場合（例。直結給水⇔受水槽式）。
3. その他、本市が再審査を必要と判断した場合。

2.8指定事業者が行う完成検査

1. 指定事業者（主任技術者）は承認図に基づき、給水装置の構造及び材質の基準並びに本
市の基準に適合していることを確認すること。

2. 給水装置の水圧試験及び、出水量、水質の確認を行うこと。

＜解説＞

1. 給水装置の構造及び材質が基準に適合していない場合は、給水を拒否又は停止すること
となるため、主任技術者は、確実に完成検査を行い、給水装置の構造及び材質の基準並

びに本市の基準に適合していることを確認すること。

2. 完成検査において主任技術者が確認する主な内容は、次のとおりである。
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（１） 資料及び現地検査

種
別

検査項目 検査基準

屋
外
の
検
査

① 分岐部 ・配水管の取付口の位置は適正に行われていること。
・オフセットは正確に測定されていること（仕切弁・敷地境
界等からの距離）。

② 分岐部撤去 ・分水閉止キャップ止めが適正に行われていること。
・ソケット接合が適正に行われていること。
・撤去付近の家屋が断水していないかを確認すること。

③ メーター、メータ
ー用止水栓等

・メーターは、逆付け、片寄りがなく、水平に取り付けられ
ていること。
・メーター番号の確認。
・メーターは、給水装置に直結して取り付けられていること。
・メーターは、検針、取替えに支障がないこと。
・止水栓の操作に支障がないこと。
・止水栓は、逆付け及び傾きがないこと。

④ 埋設管 ・家屋の主配管は、構造物の下の通過を避けていること。
・他人の土地に埋設されていないこと。
・道路内及び宅地内の土被りは、所定の深さが確保されてい
ること。

⑤ 管延長 ・完成図面と整合する事。

⑥ メーターボックス
及び筐類

・傾きがないこと及び指針 16.8「筐類の設置」に適合するこ
と。

⑦ 止水栓（仕切弁） ・スピンドルの位置が筐の中心にあること。

⑧ 道路復旧 道路許可条件の通りで良好であること。

配
管

① 配管 ・給水用具等が完成図と整合すること。
・配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連
結されていないこと。
・配管の口径・管路、構造等が適切であること。
・水の汚染、破損、浸食、電食、浸透、凍結等を防止するた
めの適切な処置がなされていること。
・逆流防止のための給水用具の設置、吐水口空間の確保がな
されていること。
・クロスコネクションがなされていないこと。
・各メーター栓番号の配管・配線交差がないか確認されてい
ること。

② 接合 ・適切な接合が行われていること。

③ 管種 ・性能基準適合品の使用を確認すること。
・配水管への取付口からメーターまで、本市指定のものを使
用していること。

用
具

① 給水用具 ・性能基準適合品の使用を確認すること。

② 接続 ・適切な接合が行われていること。

受
水
槽

吐水口空間 ・吐水口と越流面等との位置関係の確認を行うこと。

水
圧
・
水

質①水圧試験 ・一定の水圧による水圧試験で、漏水及び抜けなどのないこ
とを確認すること。

②出水量確認 ・各給水用具から放水し、出水量を確認すること。

③水質確認 ・水質の確認方法によること
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（２） 完成図面検査

検査項目 検査内容

位置図 ・申請箇所が明記されていること。
・申請箇所が確認できるよう、道路及び主要建物及び付近の状況がわかりや
すく記入されていること。

平面図 ・方位が記入されていること。（上が北以外）
・敷地境界寸法・建物の位置・建物からの離れが記入されていること。
・縮尺を 1/50～1/200程度とすること。
・立面図を記入し、平面管路詳細図と整合していること。
・分岐部のオフセットが記入されていること。（仕切弁・敷地境界等からの距
離）
・各部材の材料、口径及び距離が記入されていること。

（３） 水圧試験方法

試験水圧及び保持時間

対象 試験水圧MPa（kgf/ ） 保持時間（分）

給水装置 0.981MPa（10.0 kgf/ ） 2 

※既設管に接続されているなど、水圧試験が困難な場合は自然圧による水圧試験で漏水の

有無を確認すること。

3. 水質の確認方法
確認項目

確認方法 項目 判定基準

DPD法 残留塩素（遊離） 0.1㎎/ 以上
観察 臭気 異常でないこと

味 〃

色 〃

濁り 〃

※現地検査は、給水装置の使用開始前に管内を清掃するとともに、通水・機能試験・耐圧試

験・水質試験等を行う。

2.9完成検査及び完成図書類の提出

1. 指定事業者は工事完成後、給水装置工事検査受付簿により検査の申込みとともに、完成
図及び資料等を提出すること。

＜解説＞

1. 完成検査を申込みする場合、検査単票と検査完成図に必要事項を記入し、資料等を担当
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係の職員へ提出して、内容のチェックをしてもらい検査を受ける前日の 15：00までに
給水装置検査受付簿に検査日時を記入すること。

2. 提出資料として、検査単票及び検定副図・完成図・記録写真等を添付すること。また、
共同住宅等で集中検針盤とする場合は、集中検針盤取付表、集中検針用水道メーター結

線確認報告書も添付すること。

（１） 検定副図とは完成寸法等（各部の材料、出来高）を赤字で記入したものである。

（２） 集中検針する場合の提出する資料は次のとおりとする。

ア．パイプシャフト、ピット等にメーターを設置する場合

(ア) 集中検針盤取付表 2部
(イ) 集中検針用水道メーター結線確認報告書 1部

イ．ア．以外の場合

集中検針盤取付表 2部
（３） 記録写真は市が確認のため必要とするもの及び市以外の関係機関から求められ

るものがある。

また、写真は市の様式（excelファイルで作成）で提出すること。
ア. 市が確認のため必要とするものは以下を記録した写真である。
（ア） 新設工事の場合

① 分岐部

② 明示テープ

③ コア挿入写真（鋳鉄管の場合）

④ ポリエチレンスリーブ

⑤ 分岐部上部に保温板

⑥ 明示シート

⑦ 水圧試験

⑧ 完成後の家屋とメーター筐の位置関係がわかるもの（引きの写真）

⑨ 完成後の家屋と元止水の位置関係がわかるもの（元止水がある場合

に引きの写真）

⑩ ピット内（ドレンバルブを使用した場合）

⑪ その他市が指示したもの

（イ） 改造工事の場合

新設工事、撤去工事と同様である。

（ウ） 撤去工事

① 分岐部の撤去

② 分水栓閉止キャップ止め

③ ポリエチレンスリーブ

④ ソケット接合
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⑤ 明示シート

⑥ その他市が指示したもの

イ. 市以外の関係機関から求められるもの（施工後速やかに提出）とは、以下を
記録した写真である。

（ア） 掘削埋戻状況及び本復旧写真。（国道、道道）

1. 着工前

2. 完了

3. 給水管の深さ

4. 給水管の全景

（長い場合は複数枚に分けても可・テープはいらない）

5. 矢板（必要な場合）

6. 転圧（各層ごと）

7. 明示シート

以下舗装復旧がある場合。

8. カッター（2次復旧も含め）
9. 仮復旧

10. 路床完了

（舗装面より 30㎝下がりと全体を写した引いた写真）
 重車両タイプはそれぞれの下がり

11. 路盤完了（全体を写した引いた写真（本復旧前も））

12. アスファルト乳剤散布（ジョイント部も）

その他

13. 作工物があり砂利以外の基礎がある場合は基礎の写真

（イ） その他、関係機関から求められたもの。
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写真例 1（新設の場合）
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写真例 2（撤去の場合）

3. 提出書類は設置した給水装置の使用時期等を考慮し、余裕をもって行うこと。
4. 完成図の作成にあたっては「11.図面の作成」によること。
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2.10市が行う検査

1. 市の検査は、主任技術者の立会いのもとで行うことを原則とする。

＜解説＞

1. 市が行う検査の考え方
適正な給水を確保するため、給水装置の構造及び材質の基準が施行令第 5条に定めてら
れており、この基準に適合していない場合には、給水の拒否又は停止をすることとなる。

したがって、市の検査は、指定事業者の技術力と信頼性のチェックを主な目的として、

指定事業者の施工した給水装置が水道法に定める給水装置の構造及び材質、市の基準等

を遵守し施工されているかの確認を行うものである。

2. 検査の立会は、申請時に指定した主任技術者が行うことを原則とする。ただし、主任技
術者がその責任のもと信頼できる現場の従事者に指示することにより、適正な検査を確

実に実施できる場合はこの限りではない。

市が主任技術者の立会を求めた場合には、求めに応じ立会うこと。

3. 市が行う検査の構成は、次のとおりである
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給水装置工事承認申請事務処理フロー

給
排
水
係


